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はじめに

　本書は以下の読者を想定して執筆しています。
　大学等の教職課程において「特別の支援を必要とする幼児，児童及び生徒に
対する理解」を内容とする科目が，2019年度から必修とされることに伴い，そ
のためのテキストとしての役目を果たすことを第一の目的に作成しました。イ
ンクルーシブ教育が進む中，すべての学校園において，特別支援教育が行われ
ることを鑑みて，幼稚園・小学校・中学校・高等学校などの教員になるための
修得科目のひとつに，文部科学省が初めて単独科目として必修化しました。こ
の科目には，障がい等による特別の支援を必要とする子どもの教育に関する理
解とともに，障がいはないが母国語等により特別の教育的ニーズのある子ども
に関する教育が含まれています。両者の内容を取り入れて作成されているテキ
スト類はほとんど見当たらないことが執筆のきっかけとなっています。
　また，現在，小学校または中学校教員の免許状を取得するにあたっては，
「介護等体験」が義務づけられており，大学等において，取得を希望する学生
に対して，特別支援学校の教育や福祉施設等での生活に関する知識・理解に関
する事項の事前指導が行われています。本書は，その事前指導や事前学習にも
役立てられるよう内容の構成を検討しました。
　本書のコンセプトして，いわゆる「ハウツー」を羅列した内容とはなってい
ないことがあります。「特別の教育的ニーズのある子ども」の教育に関して，
それぞれの障がい種ごとに優良な専門的書籍が多く存在していますし，特別支
援教育全般に関する良書も多くあります。本書は，障がい種別の教育方法やい
わゆる学習として「覚えるべき」要点をまとめた書ではなく，特別の教育的
ニーズのある子どもについて初めて学ぶことになるであろう人を想定して，障
がいをどうとらえるか，教育的ニーズのある子どもが教室にいたときどのよう
な視点が必要か，これからの超高齢化社会を意識したライフスタイルをどう考
えていくか，等について，その「足がかり」「入門」として誘うことを念頭に
おいています。そのため，本書の内容は考えるきっかけを与える事項をトピッ
クス的に取りあげるとともに，見開き 1タイトルとして，左項に解説，右項に
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図表を基本として，どこからでも読み進めることができるようになっていま
す。読みやすさを考えた構成をしていることから，教職課程で学ぶ学生だけで
なく，特別支援学校や小中高等学校等の教員にとっても，「特別の教育的ニー
ズ」について考えを深めるきっかけになるものと確信しています。教室の中に
いる「特別の教育的ニーズ」のある子どもへの直接的な指導や支援に関心が向
かいやすいですが，少し離れてみてもう一度考え直したり，見方を拡げたりす
ることに役立つと思います。
　執筆は，特別支援教育を専門とする中瀬がⅠ部とⅡ部を担当し，教育心理学
を専門とする井上がⅢ部とⅣ部を担当しました。いずれの内容も，それぞれが
大学での授業で実際に扱っているトピックスを多く取り入れていることも特徴
といえます。各トピックスをきっかけに学生がどのような思考をめぐらし，意
見交換を行うのかを想像しながら読んでいただければ幸いです。
　最後になりましたが，本書の出版に際して，いろいろご助言をいただき，そ
してお世話になりました樹村房の大塚栄一氏にこの紙面を借りて感謝申し上げ
ます。
　　2018年 2 月

中瀬 浩一　

改訂にあたって

　初版発行から 6年が経過し，内容的に古くなった項目や新たに追記すべき項
目を精選して，改訂版の発行に至りました。「特別な教育的ニーズ」は，「個別
の教育的ニーズ」と言い換えることができ，教師としてどのようなことを知
り，考え，実践していくかが重要です。子どもの出生数の減少が続き，小中高
校生の数は減り続けているのに，特別支援学校・特別支援学級・通級指導教室
や通常の学級で支援・配慮が必要とされる子どもは大きく増えています。本書
が引き続き，小・中・高等学校の教員を目指す教職課程の学生や現場の教員に
とって，その考え方，見方の転換につながればとてもうれしく思います。
　　2024年 2 月

中瀬 浩一　
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Ⅰ　特別支援教育の理念と「障がい」のとらえなおし

Ⅰ― 1 特別支援教育の理念

　2007（平成19）年度から始まった特別支援教育では，子ども一人一人の教育的
ニーズに応じて適切な教育的支援を行うことが掲げられている。
　制度開始前年の2006年 6 月に「学校教育法等の一部を改正する法律」が成立
した。第75条には，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び幼稚園にお
いては，教育上特別の支援を必要とする児童，生徒及び幼児に対し，障がいに
よる学習上または生活上の困難を克服するための教育を行うものとしているこ
とからも，障がいのある子どもたちの教育は特別な教育の場だけで行うもので
はなく，すべての教育機関で行うべきものであることが明記された。
　したがって，学校教員になろうとするとき，授業を行う教室に中に，障がい
のある子どもがいることが「当たり前」であるという認識が必要になる。
　文部科学省では，2022年 3 月から「障害の有無にかかわらず誰もがその個性
や能力を伸ばし発揮できる環境の整備を推進する」ことを目的に「今後の特別支
援教育の在り方に関するタスクフォース」を検討し下記のような成果をまとめた。

1　高等学校段階における障害のある生徒への支援
高等学校は，入学者選抜の存在や通信制や定時制といった制度の多様
性など，義務教育段階とは異なる面があるが，特別支援教育を受ける
生徒の数は年々増加。高等学校において，障害を含めた多様な生徒を
受け入れるための支援を充実させる方策を検討する必要がある。

2　病気療養児への教育支援
3　特別支援学校の施設整備

https://www.mext.go.jp/content/20220613-mxt_tokubetu02-100002908-1.pdf

　特別支援教育に関する最新の動きは，文部科学省のホームページに参考にな
る。URLと QRコードで示す。
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main.htm

▶考えてみよう　何が「特別」なのだろうか？ 



9

Ⅰ― 1 　特別支援教育の理念

表Ⅰ― 1 　特別支援教育に関する最近の年表

2003（平成15）年 3月 「今後の特別支援教育の在り方について」報告
2005（平成17）年12月 中央教育審議会答申「特別支援教育を推進するための制度

の在り方について」
2006（平成18）年 6月 学校教育法等の一部を改正する法律が成立（特別支援学校

制度の創設／小・中学校等における特別支援教育の推進／
盲学校，聾学校，養護学校ごとの教員の免許状を特別支援
学校の教員の免許状とするなど）

2006（平成18）年12月 国連「障害者の権利に関する条約」採択
2007（平成19）年 4月 特別支援教育制度施行
　　　　　　　 9月 「障害者の権利に関する条約」日本署名
2009（平成21）年12月 「障害者制度改革推進本部」設置
2011（平成23）年 障害者基本法改正（「障害者の権利に関する条約」の国内

法整備の一環として改正。合理的配慮概念の導入）
2012（平成24）年 7月 「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構

築のための特別支援教育の推進（報告）」
「障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するた
めの法律（障害者総合支援法）」公布。2013年 4 月施行。

2013（平成25）年 6月 「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害
者差別解消法）」公布

2014（平成26）年 1月 「障害者の権利に関する条約」批准
　　　　　　　 2月 「障害者の権利に関する条約」効力発生
2015（平成27）年 4月 高等学校・特別支援学校高等部における遠隔教育の制度化
2016（平成28）年 4月 「障害者差別解消法」施行
2016（平成28）年 8月 改正発達障害者支援法施行（平成28年 6 月改正）
2017（平成29）年 4月 通級による指導の教員定数の基礎定数化（平成29年 3 月　

義務標準法改正）
2018（平成30）年 4月 高等学校等における通級による指導の制度化（平成28年12

月学校教育法施行規則等改正）
9月 小中学校段階の病気療養児に対する同時双方向型授業配信

の制度化（通知）
2019（令和元）年 9月 「新しい時代の特別支援教育のあり方に関する有識者会議

部」設置
11月 高等学校等におけるメディアを利用して行う授業に係る留

意事項について（通知）
2020（平成 2）年 4月 学校教育法施行規則改正（高等学校等における病気療養中

等の生徒に対するメディアを利用して行う授業の単位修得
数等の上限を緩和）

［→資料 1～ 8，10参照］
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Ⅰ　特別支援教育の理念と「障がい」のとらえなおし

Ⅰ― 2 インクルーシブ教育システム

　インクルーシブ教育システムの基本的な考え方は，障がいのある子どもが地
域の学校・学級に単に「入っていれば」よいというものではない。共生社会を
形成していくために，子どもの頃からの環境の改善を目指すとともに，障がい
のある子ども自身の発達を補償しつつ，教育的ニーズに見合った教育のあらゆ
る選択肢を準備していこうとするものである。
　障がいのある子どもが排除されず，地域の学校・学級に在籍し，その子ども
の教育的なニーズに見合った教育を受けることができる，これは実現可能なも
のなのだろうか？　すべての地域・学校において，障がいのある子どもと障が
いのない子どもが同じ教室でともに学び合うことは可能なのだろうか？　特別
支援学校に在籍する子どもは，居住する地域の学校でともに学ぶ機会はあるの
だろうか？　それは効果的なのだろうか？　地域の学校にその子どもの障がい
に状況に見合った専門的な教育を実施することは可能なのだろうか？
　聴覚障がいの子どもが地域の学校で学ぶとき，音声情報の入りにくいことを
補うための手段・配慮・支援があれば，学びや友人関係を保障することができる
のだろうか？　必ずしもそうとは言い切れない。聴覚障がいの子どもの中には，
日本語の習得が不十分な子どもが少なからずいて，音声言語を文字に置き換え
られたとしても，書かれた日本語を読んで意味を正しく理解できにくい子ども
たちがいる。だからこそ，聴覚特別支援学校においては，教科指導と日本語指
導が両輪のように一体となって指導が進められている。外国の映画に字幕が
あったとしても，難解な日本語字幕であれば，そのことばや使い方がわからな
い子どもは読めても意味が伝わらないことと似ている。子どもの日本語力に
合った日本語訳の字幕が必要になる。子どもの教育的ニーズの中には，本人や
保護者の要望だけではなく，子どもの持つ能力や特性に見合ったニーズという
意味合いが隠されている。その教育的ニーズを誰が，いつ，どのようにして見
極め，教育を受ける場をどのように決めるのかについては，ケースバイケース，
個別に対応せざるをえない。地域の学校で障がいのある子どもを排除しない教
育を進めていくということは，これらの検討を十分に行う必要があるといえる。
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Ⅰ― 2 　インクルーシブ教育システム

■インクルーシブ教育システム（inclusive education system）の基本的な考え方
は，「人間の多様性の尊重等の強化，障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な
最大限度まで発達させ，自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的
の下，障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組み」（障害者の権利に関する条
約第24条）といえる。そのためには，障がいのある者が一般の教育システムから排
除されないこと，自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられるこ
と，個人に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている。

■文部科学省「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための
特別支援教育の推進（報告）」（平成24年 7 月23日，初等中等教育分科会，http://

www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/houkoku/1321667.htm， 参
照2017―12―01）には，「インクルーシブ教育システムにおいては，同じ場で共に学
ぶことを追求するとともに，個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して，自
立と社会参加を見据えて，その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供
できる，多様で柔軟な仕組みを整備することが重要である。小・中学校における通
常の学級，通級による指導，特別支援学級，特別支援学校といった，連続性のある
『多様な学びの場』を用意しておくことが必要である。」と書かれている。

［→資料 6・ 7参照］

1 クラスの人数は何人？
　小学校の 1学級あたりの児童数は35人と法律で決められていますが，特別支援
学校や特別支援学級も 1学級の人数は35人なのでしょうか？
　これは特別支援教育について学びはじめた人が抱く「疑問」のひとつです。
　法律上の一学級あたりの子どもの数は，小中学校に設置されている特別支援学
級は 8人，特別支援学校は 6人となっています。詳しくは資料13・14（p.194～）
をご覧ください。

▶考えてみよう　2022年 9 月に国連障害者権利委員会が日本に勧告を行っていま

す。どんな内容で，それに対する日本政府の対応から，日本におけるインクルーシ

ブ教育の課題を考えてみよう。
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Ⅰ― 3 ICF を活かす

　世界保健機関（WHO）が発表した人間の障がいについての分類方法には
1980年の「国際障がい分類（International Classification of Impairments, Disabilities 

and Handicaps：ICIDH）」と，その改訂版としての2001年の国際生活機能分類
（International Classification of Functioning, Disability and Health：ICF）がある。
　ICIDHの考え方は，「疾病 → 機能障害 → 能力障害 → 社会的不利」とい
う流れとなっていた。つまり，その人の社会生活の中での生きにくさは，その
人の疾病（障がい）が原因で発生するという人間の負の側面から障がいをとら
えるものだった。社会的な不利を軽減解消するためには疾病や障がいをなくし
ていくことしか想定されていなかった。
　ICFはもっと中立的な立場で人間を理解していこうとするもので，健康な生
活を送っている人間はどのような機能が発揮されているかを，「心身機能・身
体構造」「活動」「参加」というレベルに分類した。そして，その生活機能が損
なわれた状態を「障がい」ととらえるようにした。「機能障害（構造障害を含
む）」「活動制限」「参加制約」となって表される。ICFの英語名は「生活機能・
障害・健康の国際分類」となっている。
　さらに，これらの人間の生活機能の発揮の状況や障がいに対して影響を与え
る要素を「背景因子」とよび，「環境因子」と「個人因子」があるとした。脳
性まひで歩行が困難で，車いすがないと移動ができず，段差のある公共施設に
は行けない，という見方からは，次の解決策が見えにくくなっている。エレ
ベーターがあったり，周りの人のちょっとしたサポートがあれば公共施設施設
に行くことや移動も可能になってくる。
　「～ができない」という捉え方から，「○○すれば，△△ができるようにな
る」というとらえ方への変化は，障がい者に関わる私たちや社会がどのように
関わっていけばいいかの指標ともなる。また，その人を多角的にとらえるとい
うことは，より的確に実態を把握することにもつながる。学校教育場面では，
より適切な子ども理解と今後の指導・支援の手立てが明らかになるだけでな
く，関係者と共通の土台で情報を交換することにもつながる。
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おわりに

　樹村房の現社長，大塚氏と私が初めてお会いしたのは，2005年だったと記憶
しています。そのときに，他の出版社から単著で出していた『福祉の心理学』
という拙書を，大塚氏が熟読され，樹村房からも，少し異なる本を出すように
という，嬉しいお話を，その日のうちにいだたきました。研究者にとっては，
本が出せるということは，なかなか願ってもないことなのです。
　そのようなことがあり，樹村房からは，教職課程に関わる本を，すでに 3冊
出版させていただいています。2007年には『教育の方法：心理学をいかした指
導のポイント』，2011年には『発達と教育：心理学をいかした指導・援助のポ
イント』，そして，2016年には『教育の原理：歴史・哲学・心理からのアプロー
チ』の書物です。いずれも教育の重要な内容が詰まったものとなっています。
　その副題から明らかなように，最初の 2冊は，領域が微妙に異なるそれぞれ
3名の心理学者が執筆しました。すなわち，心理学の視点から教育方法をとら
えたもの，そして，心理学の知見を紹介しながら，発達と教育の問題を論じた
ものとなっています。大学における教職課程で設置されている，たとえば，
「教育方法論」や「教育方法学」，あるいは，「発達と学習の心理学」あるい
は，「教育心理学」などの科目は，一般的には心理学が専門の研究者が担当す
ることになります。
　 3冊目の『教育の原理』は，日本教育史，西洋教育哲学，教育心理学と専門
が異なる 3名の研究者が，教育の理念，ならびに教育のおける歴史および思想
に関する74のトピックを，バラエティ豊かに執筆しました。こちらの執筆者 3
名は，初版発刊当時，同志社大学で「教育原理」という科目をオムニバス形式
で担当していました。 3名が展開する授業のなかには，いずれかの一人が単独
に講義をする時間の他に，複数回 3名全員がそろって，受講生とともに議論す
る時間が設定されています。つまり，教育という広範囲な領域を，さまざまな
角度から議論するということがそこでは実践されていたのです。
　さて，この本『特別の教育的ニーズがある子どもの理解：介護等体験でも役
立つ知識と技能』は，特別支援の豊富な実践経験をもった研究者である中瀬氏
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と，教育心理学を専門にする井上が執筆しました。こちらの本の最後のⅣ部に
は「福祉の教育と人間の感情」というタイトルが付けられています。これにつ
いて，多少の説明をさせてもらいます。
　特別支援教育と福祉教育は，切っても切れない関係にあります。特別の教育
的ニーズをもつ子どもたちは，いわゆる社会的弱者ととらえることが可能で
す。放っておかれると教育の場においても不利益を受ける子どもたちです。た
とえば，日本語が十分使用できない子どもたちが，なんら支援もなしで，一般
の子どもたちと一緒に学校で授業をうけると，どのようなことが起こるでしょ
うか。日本語で書かれた教科書の内容がわからないだけではなく，教師が話す
内容もほとんど理解できません。日本語ができないことから生じる問題は，彼
らの自己責任ではなく，適切な支援がなされないことから生じる不利益なので
す。子どもが自己の言語を使用する権利を有していることは，子どもの権利条
約からも明らかです。しかし，そのような権利を保障するためには，福祉の考
え方が不可欠なのです。
　また，Ⅳ部では，高齢者の認知や介護の問題なども扱っています。高齢者の
なかには，裕福で健康面でも問題のない人たちが少なくないものの，やはり，
その多くは社会的弱者です。適切な支援が与えられずに，放っておかれると，
生命の危機すら迫ってくるような状況にいるお年寄りも決して少なくあませ
ん。ここでも，福祉の考え方を理解しておくことが必要になります。
　小学校や中学校の教員免許状を取得する人たちには，介護等体験という実習
が課されており，特別支援学校や，さまざまな施設に行くことになります。そ
の施設には，高齢者の介護施設なども含まれます。最近では，核家族で育つ実
習生が多いため，高齢者にどのようにかかわってよいのかがわからない人たち
も少なくないと聞きます。本書では，そのような介護等体験実習に行く前に，
知識として持ち合わせておいた方が良いようなトピックを，このⅣ部で記述し
ています。
　本書と前述の 3冊を合わせた 4冊は，教育の重要な内容を扱った，いわば教
職課程のテキストのシリーズです。ぜひお手もとにお揃えください。
　　2024年 1 月

井上 智義
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